
事業番号 - - - -

（ ）

4年度
活動見込

5年度
活動見込

42%

令和3年度

活動実績 件数 447,005 520,253 476,820

当初見込み 件数 430,000

44 34 43 47

19,861千円/447,005件

令和元年度 令和2年度 令和3年度

経
常
費
用

予算額 226 226 224

執行率 41% 35%

執行額 93 80 95

- -

480,000 -

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求 主な増減理由

- -

令和5年度要求

経
常
収
益

予算額：運営費交付金 226 226 224 217 212

運営費交付金収益化基準 業務達成基準 業務達成基準 業務達成基準 業務達成基準

運営費交付金収益の割合 100.0% 100.0% 100.0%

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

93 80 95

事業目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以

内）

アジア歴史資料整備事業を推進すべく、アジア歴史資料センターにおいて、国が保管するアジア歴史資料を電子情報の形で蓄積するデータベースを構築、インターネット
等を通じて国民に情報提供を行うために必要な事業。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

国立公文書館、外務省外交史料館、防衛省防衛研究所戦史研究センター等の国の機関が保管するアジア歴史資料（近現代における我が国とアジア近隣諸国等との関
係に関わる歴史資料として重要な我が国の公文書その他の記録）をインターネット等を通じて情報提供を行う。

実施方法 交付

主要政策・施策 - 主要経費 その他の事項経費

その他 - - -

補助金等 -執
行
額

運営費交付金

　計 93 80 95予算額・
執行額

（単位:百万円）

事業終了
（予定）年度 終了予定なし 担当課室

令和4年度セグメントシート 国立公文書館

2022 府

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

公文書館法（昭和62年法律第115号）
国立公文書館法（平成11年法律第79号）
公文書等の管理に関する法律（平成21年法律第66号）
アジア歴史資料整備事業の推進について（平成11年11月30
日閣議決定）

関係する計画、
通知等

独立行政法人国立公文書館事業計画

450,000 520,000

02016221

公文書管理課 課長　吉田　真晃

会計区分 一般会計

セグメント単位の
考え方

-

セグメント名 アジア歴史資料センター 担当部局庁 大臣官房 作成責任者

事業開始年度 平成13年度

令
和
4
・
5
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

アジア歴史資料情報提供経
費

217 212

活動目標 活動指標

利用者層の拡大を図る アジ歴トップページアクセス数

ｱｼﾞ歴ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ作成・運営費(x)／　ﾄｯﾌﾟﾍﾟｰｼﾞｱｸｾｽ件数(y)

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

単位 令和元年度 令和2年度

計 217 212

活動内容
（アクティビ

ティ）

「アジア歴史資料整備事業の推進について」（平成11年11月30日閣議決定）に基づき、我が国とアジア近隣諸国等との間の歴史に関しわが国が保管す
る資料につき、国民一般及び関係諸国民の利用を容易にするとともに、これら諸国との相互理解の推進に資する。

4年度活動見込

単位当たり
コスト

算出根拠 単位

単位当たり
コスト 円

計算式 　x　/y

17,548千円
/

520,253件

20,679千円
/

476,820件

22,873千円
/

480,000件



根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

令和４年度新規公開予定画像数：国立公文書館提供分２９．２万画像、外務省外交史料館提供分：１０．４万画像、防衛省防衛研究所提供分１．４万画
像

事
業
の
有
効
性

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役割分担
の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

有

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○
年度目標等の目標値を達成しており、見込みに見合ったもの
である。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○
国の３機関から提供を受けたアジア歴史資料を、デジタルアー
カイブにて適切に公開し、広く国民に利用されている。

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○

事業番号 事業名

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○

点
検
・
改
善
結
果

点検結果 既存の業務につき、無駄がないかを検証するとともに、一般競争入札による業者選定により競争性の確保に努めている。

改善の
方向性

国内外において広くセンターの活動を広報し、データベースの利用促進を図るとともに、データベース内の資料情報の修正のための遡及作業及び資料
の検索機能の向上のためのコンテンツを整備するなど、利便性の向上を図る。

備
考

○ 財務省予算執行調査　２２年度　（１）独立行政法人国立公文書館の運営
 ２８年度　独立行政法人国立公文書館の利用促進

○ 公開プロセス
・実施年：平成２５年
・レビューシート番号/事業名：１１８/独立行政法人国立公文書館運営費交付金に必要な経費
・結果：事業内容の改善
・とりまとめコメント：法律上のミッションを果たしていくことは必要であるものの事業収入の拡充、他施設との関係整理により効率化を含めて
公文書館の今後のあり方の検討が必要と思われる。

各事業費については、事業計画等に則って効率化を図ってい
る。

国立公文書館法第四条及び第十一条の規定により地方公共
団体や民間等に委ねることはできない。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い事業
か。

○
特定歴史公文書等の適切な利用を図るために優先度は高い
ものである。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○ 業者の選定に当たっては、一般競争契約を原則としており、競
争性を確保している。
なお、一者応札への対応策として、競争性確保の観点から、
入札説明書（仕様書含む）の電子媒体による交付を行っている
ところである。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一者応
札又は一者応募となったものはないか。

国の３機関から提供された画像の公開期限内における公開を
着実に実施していることから、成果目標に見合ったものである

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的あるい
は低コストで実施できているか。

○
一般競争入札の実施により、効果的かつ低コストで事業が実
施されている。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
国民共有の知的資源である歴史公文書等の適切な利用を図
るための各事業を実施するために、適切な配分、効率化・合理
化のうえで支出されている。

- -

独法等所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

国
費
投
入
の

必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○
国民共有の知的資源である特定歴史公文書等の適切な利用
を図ることで、国民や社会のニーズに対応している。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

受益者との負担関係は妥当であるか。 - -

○
コロナの影響が大きい令和２年度と比べるとアクセス数は減少
しているものの、令和元年度以前と同等のアクセス数を維持し
ており、単位当たりのコストは妥当である。

事
業
の
効
率
性

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

中間目標 目標最終年度

年度 4
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

450,000

目標値 コマ数 370,000 370,000 460,000 - 410,000

令和4年度においても、受け
入れた資料について、全て公
開する（令和4年度新規公開
予定画像数（410,000コマ））

新規公開画像数

成果実績 コマ数 370,000 370,000

定量的な成果目標 成果指標 単位

100

令和元年度 令和2年度 令和3年度
年度

達成度 ％ 100 100



※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

　

支出先上位１０者リスト

A.

　支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載 チェック

10 (株)ＨＢＡ 8430001022439
既公開目録データ情報追加
業務

1
随意契約
（少額）

- -

9 個人C - 謝金 2 その他 - -

6 ㈱幸美グラフィス 5011101006649 情報提供用件名翻訳等業務 2
一般競争契約
（最低価格）

2 -

- -

8 個人B - 謝金 2 その他 -

7 個人A - 謝金 2 その他

-

- -

4 社会保険事務所 - 非常勤職員社会保険料 4 その他 -

3 内閣共済組合 7700150001332
非常勤職員に係る国共済負
担金、児童手当拠出金

4 その他

-

5 (株)RCIフロントネット 2011101045039 ウェブサーバー運用保守業務 2
一般競争契約
（最低価格）

1 -

2 ㈱東海 7180001038503
目録作成・デジタル画像デー
タ変換・画像管理データ作成

7
一般競争契約
（最低価格）

1 -

1 個人 - 非常勤職員給与等 65 その他 - -

計 95 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

チェック

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た理由及び改善策
（支出額10億円以上）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

アジア歴史資料
情報提供事業
費

非常勤職員給与等 95

資金の流れ
（資金の受け取り
先が何を行ってい
るかについて補足

する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックごと
に最大の金額が支
出されている者に
ついて記載する。
費目と使途の双方
で実情が分かるよ

うに記載）

A.アジア歴史資料センター B.

費　目 使　途
金　額

(百万円）

【令和３年度執行ベース】

　

【アジア歴史資料情報提供事業費】

内閣府

〔交付金の交付決定〕

独立行政法人国立公文書館 事業収入予算

2,387 百万円

2,415 百万円 28 百万円

〔事業の実施〕

アジア歴史資料センター
（民間企業等29者）

百万円95

目録作成・デジタル画像
データ変換・画像管理
データ作成　等


	セグメントシート

